



















実証分析を行った。具体的には、 （財）介護労働安定センターが実施した「平成 18 年度介















                                                   






の堀田聰子特任准教授から、有益なコメントを頂いたことにも感謝している。   2 
パートタイム介護労働者の労働供給行動 







2006 年 4 月に介護報酬が大幅に引下げられたという｢政策調整の失敗｣にあると考えられ
る（鈴木(2009a)） 。しかしながら、政府・厚生労働省が自身の施策の失敗を認めるまでに
長い時間を要し、また、この間にとられた対策も効果が小さいか、むしろ逆効果となるも
のであった為、事態は益々悪化した。こうした中、ようやく 2009 年 4 月になり、介護報
酬が全体で 3％引上げられるという改定が実施され、現在は、その効果を見守っている段
階である。また、2009 年 9 月に新たに政権与党の座についた民主党は、選挙期間中の選
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る裁量余地がほとんどない。 今、 簡単化のために賃金は介護報酬に完全に縛られている （リ
ンクしている）とすれば、価格による需給調整メカニズムが全く働かないため、需要量は  5 




















































Ⅲ  データ 
(1)調査概要 
  本稿が用いるデータは、 （財）介護労働安定センターが 2006 年に実施した「平成 18 年
度介護労働実態調査」である。この調査は、 「事業所における介護労働実態調査」 （以下、
事業所調査）及び「介護労働者の就業実態と就業意識調査」 （労働者調査）の 2 つから構
成されるが、本稿では後者の労働者調査の個票データを用いている 8。まず事業所調査の
対象は、介護保険法で指定された介護サービス事業を実施する全国の全数事業所（2006
年7月 31 日現在のWAMNET掲載事業所） の中から、 無作為に 1／2 抽出を行なった 37,456
事業所であり、 そのうち 11,627 事業所から回答を得ている。 休廃止等を除いた有効配布数
に対する有効回収率は 32.0％である。労働者調査は、その 37,456 事業所の管理者に、所
属する労働者 3 名を選定してもらい、調査票配布を依頼している。有効回収数は、29,124
人であり、回答事業所を分母とする回収率は 83.5％である。調査実施期間は、2006 年 9  7 




























うち、②定型的短時間労働者は「1 日の所定労働時間または 1 週間の労働日数が常勤労働
者より少ないが、労働日及び労働日の労働時間が定型的・固定的に定まっている」という
定義であり、非定型的短時間労働者は、 「月、週、又は日の労働時間が、一定期間毎に作成
。   8 
される勤務表により、 非定型的に特定される」 と定義される。 その他の臨時雇用労働者は、
急な仕事のために臨時に雇用されて勤務している労働者であり、③と④を合計した労働者







表 1  訪問介護員、介護職員の勤務形態別・就業形態別割合 
%




9.4 88.4 2.3 8.2 83.9 7.9 74.2
(10.2) (90.5) (8.9) (91.1) (82.4)
53.6 45.5 0.8 39.1 49.2 11.7 22.4






















表 2  記述統計 
サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 サンプル数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
定型的労働者 3259 0.3431 0.4748 0 1 2293 0.75360 0.43101 0 1
非定型的労働者 3259 0.6527 0.4762 0 1 2293 0.24160 0.42815 0 1
臨時雇用者 3259 0.0043 0.0654 0 1 2293 0.00480 0.06911 0 1
週当たり労働時間 3152 19.5533 10.6027 1 50 2235 27.62013 9.64700 1 50
ln(週当たり労働時間） 3152 2.7922 0.6603 0 3.9120 2235 3.23970 0.43661 0 3.9120
賃金率 3009 1150.0450 421.2821 500 11667 2137 878.65160 305.35480 500 8006
ln(賃金率） 3009 7.0149 0.2330 6.2146 9.3645 2137 6.75537 0.18095 6.2146 8.9879
賃金率[時給サンプルのみ] 2861 1139.9150 293.3214 500 6000 1851 867.9697 233.1509 500 8006
ln(賃金率）[時給サンプルのみ] 2861 7.0145 0.2116 6.2146 8.6995 1851 6.7512 0.1526 6.2146 8.9879
勤続年数 3172 3.0636 2.4661 0.0833 21.0000 2236 2.61304 2.53721 0.0833 33.2500
勤続年数2乗 3172 15.4656 29.0858 0.0069 441.0000 2236 13.26253 40.79359 0.0069 1105.5630
経験年数 3168 3.6005 2.3738 0.0833 12.9167 2218 3.45991 2.68253 0.0833 12.9167
経験年数2乗 3168 18.5967 23.7618 0.0069 166.8403 2218 19.16368 28.08501 0.0069 166.8403
年齢 3217 47.6562 10.3262 15 75 2268 43.96914 10.78747 15 74
年齢2乗 3217 2377.7100 970.1994 225 5625 2268 2049.60300 963.70650 225 5476
性別男 3241 0.0321 0.1763 0 1 2285 0.04420 0.20559 0 1
未婚 3227 0.0787 0.2693 0 1 2275 0.10198 0.30269 0 1
既婚 3227 0.7908 0.4068 0 1 2275 0.79516 0.40367 0 1
離死別 3227 0.1305 0.3369 0 1 2275 0.10286 0.30384 0 1
主たる生計維持者本人 3206 0.1931 0.3948 0 1 2245 0.14655 0.35373 0 1
主たる生計維持者本人以外 3206 0.7626 0.4255 0 1 2245 0.80401 0.39705 0 1
生計費折半等 3206 0.0443 0.2058 0 1 2245 0.04944 0.21684 0 1
資格（ヘルパー1級） 3259 0.1138 0.3177 0 1 2293 0.06498 0.24655 0 1
資格（ヘルパー2級） 3259 0.8638 0.3431 0 1 2293 0.73441 0.44174 0 1
資格（ヘルパー3級） 3259 0.0620 0.2412 0 1 2293 0.05015 0.21831 0 1
資格（社会福祉士） 3259 0.0031 0.0553 0 1 2293 0.00698 0.08326 0 1
資格（介護福祉士） 3259 0.1430 0.3501 0 1 2293 0.18099 0.38509 0 1
資格（作業療法士） 3259 0.0000 0.0000 0 0 2293 0.00131 0.03616 0 1
資格（理学療法士） 3259 0.0000 0.0000 0 0 2293 0.00000 0.00000 0 0
資格（看護師・准看護師） 3259 0.0377 0.1906 0 1 2293 0.03881 0.19319 0 1
資格（介護支援専門員） 3259 0.0178 0.1322 0 1 2293 0.02922 0.16846 0 1
資格（福祉住環境コーディネーター） 3259 0.0138 0.1167 0 1 2293 0.01744 0.13095 0 1
資格（栄養士） 3259 0.0129 0.1128 0 1 2293 0.01352 0.11551 0 1
資格（管理栄養士） 3259 0.0012 0.0350 0 1 2293 0.00131 0.03616 0 1
資格（保健師） 3259 0.0006 0.0248 0 1 2293 0.00044 0.02088 0 1
資格（保育士） 3259 0.0368 0.1884 0 1 2293 0.05626 0.23047 0 1
資格（調理師） 3259 0.0365 0.1876 0 1 2293 0.03620 0.18682 0 1
資格（その他の資格） 3259 0.0890 0.2848 0 1 2293 0.09769 0.29696 0 1
資格（資格なし） 3259 0.0034 0.0580 0 1 2293 0.04884 0.21559 0 1
事業所規模（5人未満） 3177 0.0554 0.2288 0 1 2248 0.04181 0.20021 0 1
事業所規模（5-10人未満） 3177 0.2106 0.4078 0 1 2248 0.25133 0.43388 0 1
事業所規模（10-20人未満） 3177 0.2864 0.4522 0 1 2248 0.33763 0.47301 0 1
事業所規模（20-30人未満） 3177 0.1744 0.3795 0 1 2248 0.12678 0.33280 0 1
事業所規模（30-40人未満） 3177 0.0777 0.2678 0 1 2248 0.06895 0.25343 0 1
事業所規模（40-50人未満） 3177 0.0535 0.2251 0 1 2248 0.04226 0.20123 0 1
事業所規模（50人以上） 3177 0.1196 0.3246 0 1 2248 0.11610 0.32042 0 1
事業所規模（わからない） 3177 0.0223 0.1478 0 1 2248 0.01512 0.12208 0 1
事業所サービス種類（訪問介護） 3249 0.8033 0.3975 0 1 2292 0.02705 0.16227 0 1
事業所サービス種類（訪問入浴） 3249 0.0231 0.1502 0 1 2292 0.00436 0.06592 0 1
事業所サービス種類（訪問看護） 3249 0.0135 0.1156 0 1 2292 0.00611 0.07793 0 1
事業所サービス種類（訪問リハビリ） 3249 0.0006 0.0248 0 1 2292 0.00044 0.02089 0 1
事業所サービス種類（居宅療養管理指導） 3249 0.0003 0.0175 0 1 2292 0.00131 0.03616 0 1
事業所サービス種類（通所介護） 3249 0.0465 0.2105 0 1 2292 0.48168 0.49977 0 1
事業所サービス種類（通所リハビリ） 3249 0.0043 0.0655 0 1 2292 0.04014 0.19633 0 1
事業所サービス種類（短期入所生活介護） 3249 0.0025 0.0496 0 1 2292 0.01003 0.09969 0 1
事業所サービス種類（短期入所療養指導） 3249 0.0000 0.0000 0 0 2292 0.00000 0.00000 0 0
事業所サービス種類（特定施設） 3249 0.0022 0.0464 0 1 2292 0.02138 0.14467 0 1
事業所サービス種類（福祉用具貸与） 3249 0.0062 0.0782 0 1 2292 0.00305 0.05519 0 1
事業所サービス種類（特定福祉用具販売） 3249 0.0009 0.0304 0 1 2292 0.00044 0.02089 0 1
事業所サービス種類（夜間対応型訪問介護） 3249 0.0015 0.0392 0 1 2292 0.00000 0.00000 0 0
事業所サービス種類（認知症対応型通所介護） 3249 0.0034 0.0581 0 1 2292 0.03839 0.19219 0 1
事業所サービス種類（小規模多機能） 3249 0.0028 0.0526 0 1 2292 0.01309 0.11368 0 1
事業所サービス種類（認知症対応型共同生活介護） 3249 0.0092 0.0957 0 1 2292 0.12740 0.33349 0 1
事業所サービス種類（地域密着型特定施設） 3249 0.0003 0.0175 0 1 2292 0.00567 0.07511 0 1
事業所サービス種類（地域密着型特養） 3249 0.0009 0.0304 0 1 2292 0.00480 0.06913 0 1
事業所サービス種類（居宅介護支援） 3249 0.0379 0.1909 0 1 2292 0.00916 0.09530 0 1
事業所サービス種類（特養） 3249 0.0074 0.0856 0 1 2292 0.14572 0.35291 0 1
事業所サービス種類（老健） 3249 0.0003 0.0175 0 1 2292 0.00742 0.08582 0 1
事業所サービス種類（療養型病床） 3249 0.0012 0.0351 0 1 2292 0.00960 0.09752 0 1
事業所サービス種類（介護保険以外） 3249 0.0092 0.0957 0 1 2292 0.00436 0.06592 0 1
事業所サービス種類（その他、わからない） 3249 0.0225 0.1482 0 1 2292 0.03839 0.19219 0 1




  (3)労働時間と月収の分布 
  本稿が短時間労働者に分析を限定した 3 つ目の理由は、それが労働時間の自由度が高い  10 
労働者であるからである。逆に言うと、正規労働者や非正規常勤労働者の場合には、所定
内労働時間が定まっているため、しばしば「指定時間モデル」といわれるように、その労
働供給行動の選択は、就業選択が中心となる（樋口・速水（1984）、 林 (2006)）。 本稿が用
いるデータセットは、非就業者のデータを含まないために、就業選択を分析することは出
来ず、 労働時間選択のみしか分析が出来ない。 このため、 前者が支配的な正社員や非正規・
常勤労働者を分析することは不適当と判断し、 短時間労働者の分析に限定することにした。  





















































































0 10 20 30 40 50
whour  
注）介護労働安定センター（2007）の個票データより筆者作成。 
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が図 4（訪問介護員） 、図 5（介護職員）である。調査票では、家族属性として未婚・離死
別・既婚の区別、及びもっと直接的に世帯の生計維持者が本人か、本人以外かということ
が分かる。まず、安部・大竹（1995）と同様に、既婚者か否かという属性で月収分布を分
けてみたものが図 4、5 の上段のグラフである。 
 














































































































































































































i j j i W i u Z X Wage Whour ∑ ∑ + + + + = , , 0 ) ln( ) ln( β β β β     (1) 
ここで、Whourは週当たり労働時間、Wageは賃金率、Xは個人属性、Zは事業所・地域  14 
属性である。個人属性(X)は具体的に、当該事業所への勤続年数とその 2 乗、介護労働の経



















研究で知られているため（Borjas (1980)、Eklöf and Sacklén（1999） ） 、日給支払い者を
除いた推計を行なったが、賃金弾力性は－0.426 とほとんど変化がなかった。最後に、推














表 3  短時間労働者の労働供給関数の推計結果 1（訪問介護員） 
推計（1） 推計（2） 推計（3） 推計（4） 推計（5） 推計（6）
短時間労働者計 うち定型的 うち非定型的+臨時短時間労働者計 短時間労働者計 短時間労働者計
OLS OLS OLS OLS OLS（時給のみ） Median Regression
ln（賃金率） -0.4518524 *** -0.5469945 *** -0.1902656 ** -0.4704395 *** -0.4256473 *** -0.6132305 ***
(0.05973) (0.08504) (0.08285) (0.06530) (0.06835) (0.05848)
勤続年数 0.0107235 0.0011577 0.008386 0.0089204 0.0088614 0.0194985
(0.01930) (0.02646) (0.02486) (0.01975) (0.01972) (0.01846)
勤続年数2乗 -0.0002818 0.0008011 -0.0002232 -0.0003068 -0.0000685 -0.001424
(0.00182) (0.00229) (0.00231) (0.00189) (0.00184) (0.00161)
経験年数 0.0782968 *** 0.0492205 * 0.0884223 *** 0.0820888 *** 0.077219 *** 0.0740004 ***
(0.02113) (0.02923) (0.02688) (0.02138) (0.02196) (0.02104)
経験年数2乗 -0.0066415 *** -0.003916 -0.007208 *** -0.0067281 *** -0.0068425 *** -0.0073649 ***
(0.00197) (0.00274) (0.00248) (0.00199) (0.00201) (0.00193)
年齢 0.0294177 *** 0.0535154 *** 0.0206349 0.0296594 *** 0.0294358 *** 0.0246026 **
(0.01082) (0.01820) (0.01311) (0.01082) (0.01111) (0.01024)
年齢2乗 -0.0003843 *** -0.0006256 *** -0.0002918 ** -0.0003876 *** -0.0003865 *** -0.0003127 ***
(0.00012) (0.00020) (0.00014) (0.00011) (0.00012) (0.00011)
性別男 0.0719341 0.2419599 *** 0.0160391 0.0708386 0.0460819 0.1799035 **
(0.07967) (0.09224) (0.10799) (0.08158) (0.08461) (0.07213)
既婚 -0.1106109 ** -0.2204657 *** -0.0445812 -0.0991702 * -0.0840318 -0.1454109 ***
(0.05348) (0.07511) (0.06861) (0.05376) (0.05576) (0.05391)
離死別 -0.0606566 -0.1116799 -0.0570878 -0.0553375 -0.0548649 -0.0933
(0.06045) (0.08566) (0.07738) (0.06041) (0.06292) (0.06254)
主たる生計維持者本人以外 -0.2410852 *** -0.1089358 * -0.3076 *** -0.2497896 *** -0.2592303 *** -0.2527966 ***
(0.04896) (0.06502) (0.06456) (0.04939) (0.05052) (0.04797)
生計費折半等 -0.0275551 -0.0310553 -0.0705117 -0.0303185 -0.011192 0.0035786
(0.06648) (0.08561) (0.09015) (0.06687) (0.06977) (0.07035)
都道府県別失業率 -0.0073555 -0.0066693 -0.0032207 ― -0.0075107 -0.0052679
(0.01188) (0.01953) (0.01448) ― 0.0121654 (0.01275)
定数項 5.698282 *** 5.893222 *** 4.015106 *** 5.718074 *** 5.547961 *** 6.931653 ***
(0.48240) (0.67942) (0.66943) (0.50312) (0.53978) (0.47428)
資格ダミー 有 有 有 有 有 有
事業所規模ダミー 有 有 有 有 有 有
事業所サービス種類ダミー 有 有 有 有 有 有
都道府県ダミー 有
R
2 0.1575 0.2122 0.1303 0.1771 0.1493 0.1001
サンプル数 2643 844 1799 2643 2520 2643  
***は 1％基準、**は 5％基準、*は 10％基準で有意であることを示す。標準誤差は White(1980)による修
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表 4  短時間労働者の労働供給関数の推計結果 2（訪問介護員） 





OLS OLS OLS OLS
ln（賃金率） -0.2274898 ** -0.4960285 *** -0.4116873 *** -0.4714807 ***
(0.10836) (0.06690) (0.14816) (0.06910)
勤続年数 -0.0077897 0.0163012 0.0062979 0.0225295
(0.03686) (0.02529) (0.03404) (0.02587)
勤続年数2乗 0.0036587 * -0.0018654 0.0027172 -0.0020896
(0.00217) (0.00265) (0.00205) (0.00270)
経験年数 0.0345817 0.0894 *** 0.0565336 0.0800062 ***
(0.05096) (0.02531) (0.04864) (0.02597)
経験年数2乗 -0.0043956 -0.0072002 *** -0.0075041 * -0.0065583 ***
(0.00428) (0.00247) (0.00411) (0.00253)
年齢 0.0272156 * 0.039636 *** 0.0452555 ** 0.0056405
(0.01640) (0.01419) (0.02294) (0.01213)
年齢2乗 -0.0003726 ** -0.0004679 *** -0.000564 ** -0.0001262
(0.00018) (0.00015) (0.00024) (0.00013)
性別男 -0.095069 0.28171 *** -0.0347357 0.1413583
(0.13088) (0.09347) (0.12900) (0.12153)
都道府県別失業率 0.0074588 -0.0095842 0.00327 -0.013536
(0.02711) (0.01340) (0.02987) (0.01346)
定数項 4.358418 *** 5.33544 *** 5.441383 *** 6.037858 ***
(0.83808) (0.56800) (1.13641) (0.54656)
資格ダミー 有 有 有 有
事業所規模ダミー 有 有 有 有
事業所サービス種類ダミー 有 有 有 有
R
2 0.2127 0.1361 0.62204 0.1413
サンプル数 556 2115 492 2048  
***は 1％基準、**は 5％基準、*は 10％基準で有意であることを示す。標準誤差は White(1980)による修
正を行い不均一分散に配慮した。Median Regression の R2は、Pseudo  R2。資格ダミー、事業所規模ダ
ミー、事業所サービス種類ダミーの推計結果は省略。 
 
  (3)推計結果 2（介護職員のケース） 






臨時雇用労働者の場合には 103 万円・130 万円の壁にはるかに達しない者が多く、労働時
間を調整する必要性が定型的労働者に比べて小さいことが原因であると思われる。推計
(14)～推計（16）の補足的な推計についても、推計(15)を除いて賃金弾力性は負で有意で  17 






表 5  短時間労働者の労働供給関数の推計結果 3（介護職員） 
推計（11） 推計（12） 推計（13） 推計（14） 推計（15） 推計（16）
短時間労働者計 定型的 非定型的+臨時 短時間労働者計 短時間労働者計 短時間労働者計
OLS OLS OLS OLS OLS（時給のみ） Median Regression
ln（賃金率） -0.4140756 *** -0.4576609 *** -0.1962249 -0.427364 *** -0.1035472 -0.308629 ***
(0.08388) (0.09770) (0.16356) (0.09421) (0.07820) (0.05135)
勤続年数 0.0040077 -0.0028917 -0.0156922 0.0015959 -0.0006186 -0.0031788
(0.00847) (0.01606) (0.01837) (0.00864) (0.00935) (0.00777)
勤続年数2乗 -0.0003402 0.0009536 0.0000945 -0.0002116 -0.0002011 -0.0002246
(0.00032) (0.00148) (0.00059) (0.00033) (0.00034) (0.00028)
経験年数 0.000269 -0.0006531 0.0168396 0.004866 0.0002464 -0.0026969
(0.01328) (0.01609) (0.03065) (0.01343) (0.01482) (0.01225)
経験年数2乗 0.0000807 0.0001092 -0.0010535 -0.0003202 0.0001605 0.0002621
(0.00112) (0.00134) (0.00282) (0.00113) (0.00124) (0.00106)
年齢 0.0172236 ** 0.0171987 ** 0.0093007 0.0186575 ** 0.0091875 0.0105616
(0.00763) (0.00816) (0.01967) (0.00766) (0.00815) (0.00676)
年齢2乗 -0.0002171 ** -0.0002173 ** -0.0001411 -0.0002327 *** -0.0001277 -0.0001389 *
(0.00008) (0.00009) (0.00021) (0.00008) (0.00009) (0.00007)
性別男 0.111482 * 0.1226139 * 0.0940471 0.1209638 ** 0.0955082 0.1264548 **
(0.05845) (0.06690) (0.11952) (0.05798) (0.06536) (0.04960)
既婚 -0.1685148 *** -0.1550658 *** -0.1195838 -0.1711978 *** -0.1316425 *** -0.2321893 ***
(0.04335) (0.04849) (0.09813) (0.04339) (0.04739) (0.03618)
離死別 -0.1107837 * -0.0659015 -0.2010382 -0.1130584 ** -0.1208748 * -0.1388393 ***
(0.05720) (0.06289) (0.13552) (0.05747) (0.06287) (0.04792)
主たる生計維持者本人以外 -0.0955875 ** -0.1005127 ** -0.0979414 -0.0936789 ** -0.1282615 *** -0.1033312 ***
(0.04156) (0.04605) (0.09924) (0.04134) (0.04476) (0.03643)
生計費折半等 0.0463513 -0.0048327 0.1985431 0.0382958 -0.0048056 0.0767524
(0.05569) (0.06120) (0.12163) (0.05568) (0.06764) (0.05033)
都道府県別失業率 -0.0071224 -0.0105871 -0.004776 ― -0.006281 0.0069713
(0.01143) (0.01327) (0.02391) ― 0.0125012 (0.00966)
定数項 5.914234 *** 6.232824 *** 4.569849 *** 5.861459 *** 4.002283 *** 5.385204 ***
(0.59803) (0.69169) (1.25019) (0.64947) (0.56921) (0.39428)
資格ダミー 有 有 有 有 有 有
事業所規模ダミー 有 有 有 有 有 有
事業所サービス種類ダミー 有 有 有 有 有 有
都道府県ダミー 有
R
2 0.1047 0.1169 0.1653 0.1293 0.0756 0.0843
サンプル数 1892 1425 467 1892 1644 1892  
***は 1％基準、**は 5％基準、*は 10％基準で有意であることを示す。標準誤差は White(1980)による修
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表 6  短時間労働者の労働供給関数の推計結果 4（介護職員） 





OLS OLS OLS OLS
ln（賃金率） -0.1648714 -0.439927 *** -0.2773243 -0.4540857 ***
(0.18137) (0.09142) (0.27015) (0.10234)
勤続年数 0.0302115 -0.0014405 0.0496511 -0.0017168
(0.04527) (0.00920) (0.05446) (0.00941)
勤続年数2乗 -0.0035782 -0.0001222 -0.0039575 -0.0000993
(0.00557) (0.00035) (0.00576) (0.00036)
経験年数 -0.0210275 0.0102971 -0.0428606 0.007644
(0.03870) (0.01461) (0.04728) (0.01481)
経験年数2乗 0.0001949 -0.0002772 0.0028695 -0.000408
(0.00352) (0.00121) (0.00441) (0.00125)
年齢 0.0106184 0.0210691 ** 0.0005603 0.0012916
(0.01538) (0.00866) (0.01970) (0.00873)
年齢2乗 -0.0001796 -0.0002451 *** -0.0000592 -0.0000466
(0.00018) (0.00010) (0.00022) (0.00010)
性別男 0.1202155 * 0.1682603 * 0.1099925 0.1779192 **
(0.06519) (0.09065) (0.08871) (0.07452)
都道府県別失業率 0.0202444 -0.0129441 0.00707 -0.0061764
(0.03078) (0.01242) (0.03403) (0.01267)
定数項 4.060291 *** 5.754889 *** 5.412338 *** 6.315019 ***
(1.31002) (0.65683) (1.92727) (0.72625)
資格ダミー 有 有 有 有
事業所規模ダミー 有 有 有 有
事業所サービス種類ダミー 有 有 有 有
R
2 0.1814 0.0793 0.2194 0.0825
サンプル数 374 1545 259 1556  
***は 1％基準、**は 5％基準、*は 10％基準で有意であることを示す。標準誤差は White(1980)による修
正を行い不均一分散に配慮した。Median Regression の R2は、Pseudo  R2。資格ダミー、事業所規模ダ
ミー、事業所サービス種類ダミーの推計結果は省略。 
 
Ⅴ  政策的含意と今後の課題 
  本稿は、介護報酬引上げや介護労働者の処遇改善（事業所加算、助成金）等、介護労働
力不足対策を立案する上で、必要不可欠の情報となる介護労働者の労働供給行動について
実証分析を行った。具体的には、 （財）介護労働安定センターが実施した「平成 18 年度介
護労働実態調査」の労働者調査個票を用いて、訪問介護員の 7 割～8 割、介護職員でも 2
割強を占める短時間労働者の賃金弾力性を計測した。分析の結果、賃金弾力性は負の値で
あり、 訪問介護員で－0.5 前後、 介護職員で－0.4 前後の値となることがわかった。 これは、
介護以外の一般的短時間労働者の場合と同様、税制や社会保障制度が作り出すいわゆる
「103 万円・130 万円の壁」が、短時間介護労働者の労働供給を妨げていることが原因と
見られる。 制度の影響を受けやすいサンプルと、 受けにくいサンプルに分けた分析からも、  19 
この点を支持する結果が得られた。 
さて、 本稿の分析結果から、 介護労働力不足対策について直接的に言える政策的含意は、

























を遂げており、 わが国でも、 赤林(2003)、 Akabayashi(2005)、 Bessho and Hayashi(2005)、
Bessho and Hayashi(2009)等が一般の労働者について分析している。 配偶者の所得や労働
供給、直面する税制等の情報が揃う調査を企画できれば、今後、介護労働の分野でも構造
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1  実際、この 3％という数字は、介護報酬改定の答申を行なうべき社会保障審議会・介護給付費部会の議
論とは、全く無関係に提示されたものであり、それに対して部会の各委員が抗議をする一幕もあった（社
会保障審議会・介護給付費部会(2008)）。  
2  もっともこれは、介護労働市場に限ったことではない。林（2006） 、國枝(2008)によれば、わが国の一
般的労働者の労働供給行動についても、男子については実証分析が極めて少なく、また、女子や高齢者に
ついても不適切な特定化に基づく研究が多いことから、政策的な活用が難しいという。 
3  この節の説明は、鈴木(2009a)に基づいている。 












7  介護保育士になるには、2 年以上の養成施設（専門学校・短大・大学）を出るか、3 年以上の現場勤務
を経て、合格率 5 割程度という国家試験に合格する必要がある。さらに、2012 年からは、養成施設卒業
者にも国家試験合格が課され、現場勤務ルートも半年の養成施設課程修了が受験要件となった為、介護労
働力対策としてはよりハードルが高くなった(鈴木(2009b))。 
8 「事業所における介護労働実態調査」は、 （財）介護労働安定センターにより、2002 年度(平成 14 年度)
から毎年実施され、併せて「介護労働者の就業実態と就業意識調査」は隔年で実施されているが、2006
年度(平成 18 年度）は「大規模介護労働実態調査（3 年毎に実施） 」と位置付けられ、対象数の大幅増や
調査方法・内容の再検討が行われた。 
9  最も残念なことは、経営主体別（法人格別）の比較が行なえないことであるが、2009 年度の調査票か
らはこの点が改善されている。 
10  最新の介護労働安定センター(2009）によれば、全事業所ベースで、介護労働者全体に占める訪問介護
員の割合は 28.7％、介護職員の割合は 44.0％である。 
11  訪問介護員が勤務する事業所の主なサービス種類の割合は、表 2 の記述統計に示されている通りであ
る。 
12  介護職員が勤務する事業所の主なサービス種類の割合は、 表 2の記述統計に示されている通りである。 
13  労働者調査は、対象者を選択する時にサンプリングバイアスが生じるため、事業所調査で回答された
労働者数の集計値をみることにした。 





については、Blundell and MaCurdy(1999)が代表的である。 
17  生計維持者本人の場合においても、月収 8～10 万円の辺りに、小さいものの依然として、ピークが存
在している点が興味深い。 
18  既婚ダミー、離死別ダミーのベンチマークは未婚者である。主たる生計維持者本人以外ダミー、生計
費折半等ダミーのベンチマークは、主たる生計維持者本人である。   23 
                                                                                                                                                     
19  資格ダミーは、ヘルパー1 級、ヘルパー2 級、ヘルパー3 級、社会福祉士、介護福祉士、作業療法士、
理学療法士、看護師・准看護師、介護支援専門員、福祉住環境コーディネーター、栄養士、管理栄養士、
保健師、保育士、調理師、その他の資格であり、資格無しがベンチマークである。 











より 103 万円もしくは 130 万円の壁に近く、したがって労働時間の調整を行なう必要性が高いことにあ
ると思われる。 
24  もっとも、介護福祉士や社会福祉士の有資格者に対する調査は、昨年、厚生労働省によって実施され、
その結果が公表されている（厚生労働省(2008c)） 。しかしながら、経済学者が調査票の設計に携わってい
ないためか、意識を尋ねるような項目が多く、労働供給行動の分析に必要な数値項目が少ないという問題
がある。 
 
 